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德竹 忠義（とくたけ ただよし）

2012年国土交通省入省、2022年4月より現職。

はじめに

　我が国で初めて民間の分譲マンションが誕生して以来約
70年が経過し、今やマンションストックは約700万戸に
達します。試算によれば、約1,500万人、すなわち１割を
超える国民がマンションに居住し、都市部を中心に主要な
居住形態となっています。一方、現在、マンションを巡っ
ては、「２つの老い」と言われている建物と居住者の両方
における高齢化の進行とあわせて様々な課題が顕在化して
きています。こうした課題に対応するため、区分所有建物
の管理や再生の円滑化に向け、法務省において法制審議会
区分所有法制部会（以下「法制審議会」という）が設置さ
れ、区分所有法制の抜本的な見直しに向けた議論が進めら
れています。しかしながら「２つの老い」が急速に進行す
るなか、マンションの管理や再生の円滑化を強力に進めて
いくためには、区分所有法制の見直しのみならず、国土交
通省においても、適切な管理水準への誘導や良好なコミュ
ニティ形成、合意形成の促進、事業の安定性の確保などの
施策を一体となって講じていくことが必要です。このよう
な考え方のもと、法制審議会といわば「車の両輪」となる
形で、2022年10月に「今後のマンション政策のあり方に
関する検討会」（以下「検討会」という）を設置しました。
検討会では、マンションの管理・修繕、再生の幅広いテー
マにおいて課題の整理を行い、それぞれについて今後の施
策の方向性を議論してきました。そして、2023年8月に、
現時点で考えられる政策の方向性をマンション政策全般に
係る大綱としてとりまとめを行いました。
　以降は、とりまとめに示された現状認識や課題、今後の
施策の方向性について、その一部をご紹介します。

マンションの管理の適正化に向けて 　

（１）マンションの長寿命化の推進
　現在、築40年以上を経過したマンションは126万戸程
度存在し、20年後には3.5倍の445万戸程度まで急増す
ることが見込まれています。マンションは、適時適切に修
繕工事を実施すれば、相当長期間にわたってその機能が維
持されると考えられます。一方、こうした工事を実施せず、
劣化の進行が放置された場合、最終的に躯体にまで影響を
及ぼしてしまい、もはや修繕工事等による機能回復は経済
合理性の観点からは困難となり、建替えの実施か、居住環
境が相当悪化したマンションへの居住を強いられることと
なります。しかしながら、マンションの建替えは、長期間
にわたる検討や調整を要するものであり、加えて、近年は
利用可能な容積率の減少に伴い、建替えにあたっての区分
所有者の負担も増加していることから、大きな困難性が伴
います。こうした状況を踏まえると、現在のマンションの
長寿命化を図っていくことが必要不可欠な取組といえ、国
としても住宅政策の重要な柱の一つとして位置づけていま
す。
　一方、長寿命化によりマンションをできるだけ長く使う
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ことの必要性や重要性については必ずしも区分所有者に十
分に認識されておりません。これはマンションの長期修繕
計画の計画期間が一般的には20年～ 30年となっており、
管理組合においてマンションの寿命を意識しづらいことも
一因と考えられます。一部の研究では、一般的な長期修繕
計画よりも長い超長期の修繕計画の有効性が指摘されてい
ます。超長期の修繕計画をもつことで、通常の計画では計
上されない遠い将来に必要な工事費用を認識しておくこと
が可能となり、管理組合として急激な修繕積立金の引き上
げが避けられ、長い期間をかけて緩やかに修繕積立金を確
保できる効果が期待されるためです。加えて、個々の区分
所有者の視点からすれば、超長期修繕計画は自らがそのマ
ンションを生涯にわたって所有し続けるための修繕積立金
額を把握し得る資料にもなります。このように管理組合に
おいて超長期の視点にもとづく意思決定を行いやすくする
環境を整備するため、マンションの寿命を見据えた超長期
の修繕計画のあり方について検討を行います。

（２）適正な修繕工事等の実施
① 修繕積立金の安定的な確保
　マンションの長寿命化を実現するためには、適切な長期
修繕計画に基づき修繕積立金を安定的に確保していくこと
が重要です。一方、長期修繕計画を定めて修繕積立金を積
み立てているマンションのうち、「現在の修繕積立金の残
高が、長期修繕計画の予定積立残高に対して不足していな
い」と回答したマンションは約３割にとどまっています（平
成30年マンション総合調査）。
　修繕積立金の積立方式は、大きく「均等積立方式」と「段
階増額積立方式」に分けられますが、「マンションの修繕
積立金に関するガイドライン（国土交通省）」においては、
将来にわたって安定的な修繕積立金を確保する観点から均
等積立方式の方が望ましいとしています。
　しかしながら、近年分譲されるマンションのそのほとん
どが段階増額積立方式を採用しています。段階増額積立方
式を採用した積立計画は、修繕積立金が計画通りに引き上
げられることが前提となっていますが、大幅な積立金の引
き上げを議案とする総会では、引き上げに対する反対意見
が多く出る状況であり、予定通りに引き上げができないお
それがあります。このため、段階増額積立方式を採用する
場合に参考となる適切な修繕積立金の引き上げ幅について
検討を行います。

② 将来の解体等を見据えた対応
　今あるマンションをできるだけ長く使用していくことが
重要ですが、いずれは寿命が到来します。居住がままなら
なくなった場合には、建替えや敷地の売却などの方策も考
えられますが、地理的な条件等により事業性が乏しいケー
スや、敷地の売却先が見つからないようなケースも想定さ
れ、全てのマンションで実現できるわけではありません。
このような場合、老朽化マンションをそのまま放置すれば
周辺地域に悪影響も及ぼしかねないため、区分所有者の責
任と負担によって解体が必要となるケースもあります。既

に一部の先進的な管理組合では将来の解体も見据えて、必
要な解体費用を確保する形での積立が行われている事例も
存在していますが、多くの管理組合でマンションの将来の
解体等まで見据えた議論が行われていない状況です。また、
いざ解体費用を確保するにしてもマンションの解体に必要
な費用を算出する指標や相場がないといった問題もありま
す。このため、解体費の算出方法に係る検討を進めるとと
もに、積立方式を含む解体費等の確保手法のあり方につい
て検討を行います。

（３）管理不全マンションへの対応
① 管理組合による適切な管理
　高経年マンションほど、賃貸化や空き室化による区分所
有者の非居住化が進行する傾向にあります。また、こうし
た住戸の中には区分所有者の所在が不明になっている住戸
もあります。区分所有者名簿等により区分所有者等の所在
を正しく把握できていればよいですが、できていない場合
は管理組合の運営に支障をきたすおそれがあります。一例
をあげれば、区分所有者名簿は、総会の招集や管理費や修
繕積立金の徴収の際に必要となります。一方、マンション
標準管理規約では、区分所有者名簿を作成することを位置
づけておりますが、更新することは位置づけられていませ
ん。また、居住者名簿は、設備点検時や漏水事故等の発生
時などで専有部分に立ち入りたい場合などに活用されます
が、マンション標準管理規約では、居住者名簿を作成する
ことは位置づけられていません。このため、マンション標
準管理規約の改正を念頭に、管理組合において各種名簿の
作成や更新、区分所有者の連絡先を把握しやすくする仕組
みについて検討を行います。

② 行政による対応
　マンションの管理不全化が深刻化した結果、周辺地域へ
の悪影響はもちろんのこと、現地調査や住民対応などの大
きな行政コストが発生します。また、多額の費用を要して
行政代執行により管理不全マンションを除却した地方公共
団体も存在しており、そのような事態となる前にマンショ
ンの管理不全化を未然に防止することは行政としても重要
な取組と考えています。
　2020年のマンション管理適正化法の改正では、管理不
全マンションや管理不全の兆候のあるマンションに対し
て、地方公共団体が助言・指導・勧告できる制度が創設さ
れました。一方、こうした制度の実績は現時点で少数にと
どまっており、実効性が低いとの指摘があります。このた
め、地方公共団体が助言・指導・勧告等の実施を検討する
に際して参考となる「マンションの管理の適正化の推進に
関する法律第５条の２に基づく助言・指導及び勧告に関す
るガイドライン（国土交通省）」の充実化を図るとともに、
地方公共団体の管理不全マンション等に対する更なる権限
の強化に向けた検討を行います。

（４） 管理組合役員の担い手不足
　高経年のマンションほど、区分所有者の高齢化が進行し、
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築40年以上のマンションでは、世帯主の48％が70歳以
上となっています（平成30年度マンション総合調査）。ま
た、国土交通省の調査によると、管理組合の運営を担う理
事会の役員を引き受けない理由として、最も回答が多かっ
たものは「高齢のため」となっており、役員の担い手不足
が深刻化しているところです。こうした背景等を踏まえ、
現在、マンションの管理業務を受託している管理業者が、
当該マンションの管理者となって理事会役員の役割を兼ね
る形での管理方式が増加しています。管理業者が管理者と
なることは、高齢化等による役員の担い手不足等の課題に
対して有効な方策となり得ると考える一方、管理業者でも
ある管理者が、自社の関係企業に修繕工事を優先的に発注
し、区分所有者の費用負担が増大してしまうなどの懸念も
あります。国土交通省では、過去に区分所有者以外の第三
者が管理者となる場合に参考となる「外部専門家の活用ガ
イドライン（国土交通省）」を整備しましたが、このガイ
ドラインは管理業者が管理者となる場合を想定したもので
はありません。このため、今後、管理業者が管理者となる
場合の留意事項等を整理したガイドラインの整備に必要な
検討を行います。

（５）大規模マンション特有の課題への対応
　2000年代に入り、超高層マンション（ここでは20階
建て以上のマンションを指す）が多く建設され、一棟の規
模が極めて大きく、管理組合の構成員が大人数となるマン
ションが多く存在しています。こうした超高層マンション
に象徴される大規模化、設備の高度化、複合用途化により、
マンションの管理の専門化・複雑化が進んでおり、これら
に伴う特有の課題へ対応していく必要があります。
　例えば大規模マンションにおける監査体制の確保につい
てです。大規模マンションでは、通常規模のマンションと
比較して、管理費や修繕積立金により管理組合が取り扱う
金額は多額となり、業務も膨大なものとなります。一方、
国土交通省の超高層マンションを対象にした調査による
と、専門家に監査業務を依頼している管理組合は非常に限
定的であり、つまりは、膨大な資料を専門家でない区分所
有者が監査している状況となっていることが分かっていま
す。こうした状況を踏まえ、大規模マンションにおける監
査のあり方について、専門家の活用を念頭に検討していき
ます。
　次に、超高層マンション特有の設備への対応についてで
す。超高層マンションでは、通常規模のマンションでは見
られない特有の設備が多く存在します。一例をあげれば、
非常用エレベーター、タワーパーキング、スプリンクラー、
セントラルヒーティング、内廊下内の空調設備、非常用発
電設備などです。こうした設備の一部は、長期修繕計画の
作成の際に参考となる「長期修繕計画作成ガイドライン（国
土交通省）」に位置づけられていないものもあります。こ
れらの特有の設備項目についても当然、定期的にメンテナ
ンスを行う必要があり、そのために必要な費用を確保して
おく必要がありますが、全てのマンションにおいて対応が
図られているわけではありません。超高層マンション特有

の修繕項目や工事費用の実態を把握した上で、長期修繕計
画作成ガイドラインへ位置づける等の対応を検討していき
ます。

マンションの建替え等の円滑化に向けて 　

（１）円滑な建替事業等に向けた環境整備
① 住戸面積基準による区分所有者の負担増加や 

事業採算性の低下
　近年のマンション建替えでは、マンションの建替え等の
円滑化に関する法律（以下「マンション建替円滑化法」と
いう）に基づく建替事業の事例が多数を占めています。マ
ンション建替円滑化法に基づく建替事業を実施する場合、
建替え後のマンションの各住戸の面積は原則50㎡以上と
することが求められています。この住戸面積基準は、良好
な居住環境の確保を目的に、一定の世帯人数を仮定して定
められております。
　一方、近年、マンションに住む世帯の平均世帯人数は減
少傾向にあるなど法制定時からの社会状況の変化が見られ
るとともに、建替事業の現場においても、住戸面積基準に
適合させるにあたって区分所有者の費用負担が著しく増加
してしまうケースがあるなど、当該基準が建替え事業の推
進にあたっての隘

あい

路
ろ

となっているとの指摘があります。こ
のため、マンションの建替え後の住戸面積基準が適切な水
準となっているか検証を行った上で、今日における住戸面積
基準のあり方について検討を行います。

② 建替事業における建築規制に基づく制約
　建築基準法では、調和のとれた市街地環境の整備を目的
として、敷地に対する建ぺい率や容積率、高さに関する制
限、日影規制等のいわゆる形態規制が設けられており、具
体の基準については、地域のまちづくりの方針を踏まえ、地
方公共団体において定められています。マンションの建築
後に形態規制が適用された場合、建替えに際しては当該形
態規制に適合させる必要があるため、建替え前の建物規模
を確保できないことから、事業採算性や合意形成の確保が
困難となるケースが多く存在しているとの指摘があります。
　一部の地方公共団体では、マンションの建替え等を促進
するため、一定の要件のもと、形態規制を緩和している事
例が存在します。このため、地方公共団体が独自に行う規
制緩和の考え方等を収集し、他の地方公共団体の参考とな
るよう横展開を図っていきます。

③ 団地型マンションの再生円滑化
　マンションストックのうち、団地型マンションの割合は
３分の１程度と推計されます。マンションストック全体の
傾向と同様に、今後、高経年の団地型マンションの増加や
居住者の高齢化が見込まれ、その対応は急務となっていま
す。国土交通省ではこれまで団地型マンションの再生の円
滑化に向けて、建築基準法の一団地認定に関して職権取消
しの手続きや建築基準法不適合が発生しないための留意点
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等についてまとめたガイドラインや、団地型マンションの
再生に市街地再開発事業を適用する上での留意点等をまと
めたマニュアルを作成・公表しているところです。また、
2020年にマンション建替円滑化法を改正し、団地の敷地
分割制度を創設したほか、現在、法制審議会において、団
地型マンションの一括建替え決議要件の緩和、多数決によ
る敷地分割請求などの検討も行われています。
　一方で、検討会では、これまで講じてきた各種施策の活
用状況等について検証が必要との指摘もあり、現行の規制
や各種ガイドライン・マニュアルの内容を踏まえた行政に
おける運用実態、事業者の建替えニーズ等の把握を進めた
上で、引き続き、必要な施策の検討を行っていきます。

（２） 多様なニーズに対応した事業手法
① 非現地への住み替えの円滑化
　マンション建替えは、前述のとおり建築後に整備された
建築規制により十分な建物規模を確保することが困難な場
合や、建替えに伴う二度の引っ越しが高齢区分所有者等に
とって負担になるなどの課題があります。こうした課題へ
の対応として、非現地での建替事業を可能とする事業手続
き等に関する要望があるところです。現状、非現地での建
替事業は、区分所有法においても、マンション建替円滑化
法においても認められていませんが、2016年にマンショ
ン建替円滑化法の改正により創設されたマンション敷地売
却事業を活用して、マンションと敷地を売却し、得られた
分配金をもとに、売却後の敷地に新たに建てられるマンシ
ョンや非現地のマンションに住み替えることは可能となっ
ています。
　一方、マンション敷地売却事業を活用し、非現地のマン
ションへ住み替える場合、区分所有者が新たなマンション
に入居するという点では実質的には建替事業と類似してい
ますが、通常の建替事業と比較すると区分所有者が負担す
る譲渡税等の負担が異なります。このため、非現地におけ
る建替事業を制度的に可能とする事業手続きの必要性につ
いては引き続きニーズの把握等を行いつつ、非現地へ住み
替えを行う場合の区分所有者の負担の軽減方策のあり方に
ついて検討を行います。

② 区分所有建物の再生、区分所有関係の解消に関する 
事業手続きの整備

　マンションの再生手法や区分所有関係の解消手法として
は、区分所有法において建替え決議が定められており、マ
ンション建替円滑化法ではマンション敷地売却決議が定め
られています。また、いずれの方法も、マンション建替円
滑化法において決議後の事業を円滑に進めるための手続き
に関する規定が整備されております。
　現在、法制審議会では、高経年マンションの増加を踏ま
え、建替えやマンション敷地売却以外の新たな手法を多数
決で実施する仕組みについて検討しています。具体的には
「建物敷地売却制度」、「取壊し制度」、「一棟リノベーショ
ン工事」などです。一棟リノベーション工事は、既存の構
造躯体を維持しつつ、共用部分と全ての専有部分を更新す

るもので、機能性や居住性の観点で実質的に建替えと同様
の結果を得ることができるものとして、新たな再生手法と
して注目されています。
　こうした新たな仕組みができた場合には、実際の事業を
円滑に進めるために、それぞれの仕組みに対応した事業手
続きの整備が必要となります。このため、法制審議会にお
ける議論の状況を踏まえ、新たな仕組みに対応した事業手
続きについて検討を行っていきます。

（３）自主建替えの円滑化
　一般的に、マンションの建替事業は、余剰容積によって
新たに生み出された余剰床を販売することで建替事業にお
ける工事費用の一部を賄い、ディベロッパー等の事業協力
者も利益を得る仕組みとなっています。一方、今後は必ず
しも多くの余剰床を生み出すことができないマンションに
ついても老朽化の進行により建替えを実施せざるを得ない
ケースが増加してくることが想定されます。このようなケ
ースでは、建替えに関して豊富なノウハウや資金力を有す
るディベロッパー等の事業協力が見込めないため、管理組
合が自ら主体性をもって建替事業を行う、いわゆる「自主
建替え」を進めていくことが必要となります。自主建替え
を実現させるためには、金融機関による支援や取組をサポ
ートする専門的な人材が必要となります。自主建替えの円
滑化に向けて、こうした点に留意しつつ、マニュアルの整
備を進めていきます。

おわりに 　

　検討会についてはいったんのとりまとめを行いました
が、とりまとめはゴールではなく、むしろこれからがスタ
ートとなります。今回掲載できなかったテーマも含めて、
今後検討していくとしている事項については短期的に措置
が可能なものから中長期の検討を要するものもあります
が、法制度、予算、税制、融資、ガイドライン等の各種政
策ツールを総動員して、マンションの管理の適正化、再生
の円滑化に向けた取組を進めていきます。一方、マンショ
ンの適正な管理や再生を進めていく主体はあくまで管理組
合であり、様々な課題の解決を図るためには、管理組合に
おいて活発に議論が行われ、合意形成を進めていく必要が
あります。このため、本検討会で取り上げた課題や議論の
内容について、関係団体を通じて個々の管理組合や区分所
有者へ広く周知を行うことで、自らのマンションの状況と
照らし合わせて、全国の管理組合で議論を呼び起こしてい
くことを狙いとしています。
　国土交通省では、引き続き、関係省庁、関係団体等と連
携して、将来世代にマンションを負の遺産として残すので
はなく、優良なストックを引き継ぐことができるような政
策を進めていきます。
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